
自治会連合会理事会（８月）議事録 

 
 日　時　令和８年８月２０日（木）午後２時～

場　所　市役所２階　２Ｃ会議室 
 
１　あいさつ 
 

 ２　議　　題

(1) 市等協議事項 
① 地域安全ニュースについて【回覧】 　　　　　　　　　　　　　　 　 

　　　   （伊勢原警察署生活安全課　署員） 
・7 月末時点の市内刑法犯認知件数は 336 件（前年同期比+49 件）と増加傾向にある。ま

 た、特殊詐欺の被害総額は約 7,633 万円（同+2,662 万円）と大幅に増加している。
・匿名流動型犯罪グループ（トクリュウ）や空き巣等は、犯行前に「下見」（不審な徘

 徊、住宅撮影、インターホンでの反応確認など）を行っているため注意して欲しい。
・防犯カメラや不審車両のナンバー控えと警察への通報、特殊詐欺対策アプリの登録を

 呼びかけた。
 

② 令和８年度伊勢原市交通安全対策協議会会長表彰の候補者の推薦について【依頼】 
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（市民協働課交通防犯対策係　山田係長） 

　・交通安全と事故防止に功績のあった個人・団体の推薦を依頼した。 
　・推薦期限は 9月 18 日まで。表彰式は 11 月 19 日に行う。  
 

③ 社会福祉法人伊勢原市社会福祉協議会顕彰規程に基づく選考委員会委員の推薦につ
 いて【依頼】

（社会福祉協議会　青柳事務局長） 
・前会長の任期満了に伴う顕彰候補者を審査する選考委員会の委員の推薦を依頼した。 
・任期は令和 8 年 10 月 1 日～（2 年間）。推薦期限は 9 月 25 日まで。 

 
④ 伊勢原市指定管理者候補者選定等委員会委員の推薦について【依頼】 

（デジタル・行政経営課　田中課長） 
・令和 9 年度から 5 年間の指定管理者（コミュニティセンター等の 5 施設）を適正に

 選定するための委員（2 名）の推薦を依頼した。
・対象施設が所在する地区（伊勢原北、伊勢原南、成瀬）を除く地区から推薦を求めた。 

 
⑤ 地域で育む子供の見守り活動について【依頼】 

（学校教育課　村井課長、成澤係長） 
・Bluetooth 技術を活用し、全児童（約 4,300 人）を対象とした登下校見守り活動

を開始する。希望者に端末を無償配付し、見守りスポット等とのすれ違い情報を
 自動記録する仕組みである。

・令和 8 年 10 月下旬より順次（全 10 校）開始する。自治会には、スポット（ルー
 ター）の設置、見守り人アプリのインストール、回覧の協力を依頼した。

 【質疑応答】
 　Q:定例会で説明するには難しい。市から説明に来ていただくことは可能か。

  A:説明に伺うことは可能である。学校ごとに開始時期が異なるため、伺う時期は
 各地区代表と調整させて欲しい。

Q:協定先の株式会社 otta は、福岡県の事業者だが、市内に営業拠点はあるのか。 
 A:市内に営業所はないが、全国実績のある先進的な見守り事業者である。

 



⑥ 災害時要援護登録者の情報更新について【依頼】 
（地域福祉推進課　小形課長） 

　・7 月 31 日現在の登録者数は 916 件で、前回（2 月）比で 27 件減少した。減少（登録抹

消 68 件）の主な理由は、死亡や転出のほか、自治会・民生委員からの情報に基づく精
査が進んだことによるものである。 

　・市職員が説明および最新名簿配付のため、各地区定例会に伺う。 
 【質疑応答】

　Q:個人情報の非開示希望者の取り扱いや、名簿を各自治会の役員間で共有してよ
 いか。

  A:新規登録者は全員開示に同意している。旧制度の非開示希望者についても「災
害発生時は開示する」前提のため、現在配付している名簿情報は自治会内で共

 有して構わない。
Q:避難所（山王中学校等）の要援護者登録割合が極めて高く、全員避難すると運

営が機能しなくなる。個別避難計画の策定時は福祉避難所や垂直避難など、避
 難所へ集中させないための調整（個別計画の精査）を進めて欲しい。

A:高齢者や障害者ごとの状況に合わせ、避難方法（垂直避難等）を含めて個別避
 難計画での調整・精査を進める。

 
⑦ 令和 9年度コミュニティ助成事業助成金「地域防災組織育成事業」の募集について　

【依頼】 

（危機管理課　小菅課長） 
　・自主防災組織への物品購入等の助成金の希望団体を募集する。市全体からの申請は、
　　1 団体のみのため、重複時は抽選となる。 

・参加申込は 9 月 15 日まで、抽選会は 9 月 17 日に行う。当選団体のみが 10 月 20 日ま
でに正式な申請書を提出する。 

 【質疑応答】
 　Q:抽選申込の時点で、購入物品を確定させる必要があるのか。

  A:申込時点では確定させなくてもよい。当選後に市と相談の上、具体的な物品を
 選定し正式に申請する。

Q:防災倉庫の設置に必要な「建築確認申請費用」は助成対象に含まれるか。また、
 防災倉庫については確認申請手続きを免除する特例などを設けられないか。

A:本助成金は物品購入が対象のため、手数料等の事務経費は対象外の可能性が高
い。また、確認申請は法律に基づくため市独自の免除は困難だが、敷地条件等

 による要否は個別に相談に応じる。
 
　(2) 連合会協議事項 

①令和８年度自治会役員研修会の報告 

・7 月 18 日開催した研修会について、概要やアンケート結果を報告した。 
 　　②熊本地震に係る義援金の協力依頼について

 　　・災害時相互応援協定先である宇土市への義援金協力を実施することで決定した。
　　③提言書の進捗について 
　　④令和 9 年度コミュニティ助成事業について 
　　 

  (3) 意見交換 
 C:消防団パトロール時の警鐘が鳴っていたが、鳴らす方針に変更されたのか。

A:警鐘を鳴らす運用に戻した可能性があるが、正式な回答は次月以降、警防課か行う
 ようにする。

 

３　そ の 他 



○令和８年度市政現況説明会（秋季）の開催について 
・市政現況説明会の日程を報告した。正式な通知等は 9 月理事会にて配布する。 
○令和８年度自治会要望書の提出について 

・提出期限は 8 月 28 日であるため、各自治会長への再周知・協力を依頼した。 
 ○次回理事会　９月１８日（金）午後２時から　市役所３階３Ａ会議室

  ○地区定例会の日程確認 
 
４　閉　　会


